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１．対象鳥獣の種類、被害防止計画の期間及び対象地域 

対象鳥獣 ニホンジカ・ヒグマ・アライグマ・キツネ・ 

タヌキ・鳥類（ハシボソガラス・ハシブトガラス・

カワラバト） 

計画期間 令和４年度～令和６年度 

対象地域 北海道新冠町（全域） 

 

２．鳥獣による農作物に係る被害の防止に関する基本的な方針 

（１）被害の現状（令和２年度） 

鳥獣の種類 
被害の現状 

 品 目 被害面積(ha) 被害額(千円) 

ニホンジカ 

 牧草 ２７０. ０ ６１，５６０ 

 デントコーン ２３. ０ ９，４７６ 

 水稲 ２５. ０ １，２００ 

 その他作物 ７. ０ ５，２５０ 

計 ３２５. ０ ７７，４８６ 

ヒ グ マ デントコーン １０. ０ ４，２１０ 

アライグマ 

 デントコーン ６. ０ １，８００ 

その他農作物 ３. ０ ２，２５０ 

計 ９. ０ ４，０５０ 

キツネ・タヌキ - - - 

鳥類 その他農作物 ０．０２ 

 
５００ 

合   計  ３４４. ０ ８６，２４６ 

 ※被害数値については、捕捉が不十分な面がある。 

 

（２）被害の傾向 

ニホンジカ 

個体数が急増しており、行動範囲も拡がっている。水田、小麦、

アスパラガスの被害が恒常化している。また、採草放牧地への侵入

により食害が発生、牧草の収量減少が深刻化している。 

ヒ グ マ 
人里での目撃が増えており、収穫期のデントコーンの被害が増加

している。一部、屋外保管の飼料への被害も発生している。 

アライグマ 
町内各地で目撃され、収穫期のスイートコーンの被害が増加傾向

にある。冬季は畜舎や倉庫の飼料などに被害がある。 

キツネ・タヌキ 人里近くに出没し、農作物などへの被害が発生している。 

鳥類 
コガネムシの幼虫などを捕食する際に牧草を剥離することから、

牧草地で被害が発生している。 



 
（３）被害の軽減目標 

鳥獣の種類 
 現状値（令和２年度）  目標値（令和６年度） 

軽減率 
被害面積(ha) 被害金額(千円) 被害面積(ha) 被害金額(千円) 

ニホンジカ ３２５．０ ７７，４８６ ２６０．０ ６１，９８９ ２０％ 

ヒ グ マ １０．０ ４，２１０ ９．０ ３，７８９ １０％ 

アライグマ ９．０ ４，０５０ ６．３ ２，８３５ ３０％ 

キツネ・タヌキ - - - - - 

鳥類 ０．０２ ５００ ０．０２ ４５０ １０％ 

合 計 ３４４．０ ８６，２４６ ２７５．３ ６９，０６３  

 

  



（４）従来講じてきた被害防止対策 

  従来講じてきた被害防止対策  課題 
 捕獲等 
 に関す 

 る取組 

 ①ニホンジカの場合 

  銃器による捕獲  

 ・H30実績 2,072頭 

 ・R01実績 2,034頭 

 ・R02実績 2,260頭 

捕獲奨励金 5,000円/頭 

H23から   8,000円/頭 

H30から     9,000円/頭 

くくりわな４３７基導入 

 ②ヒグマの場合 

   銃器・箱わなによる捕獲 

 ・H30実績     6頭 

 ・R01実績    13頭 

 ・R02実績    12頭 

 捕獲奨励金 10,000円/頭 

 H27から   20,000円/頭 

 箱わな１８基導入、個人所有も

含め２３基導入 

 ③アライグマの場合 

   箱わなによる捕獲 

 ・H30実績   785頭 

 ・R01実績   728頭 

 ・R02実績   775頭 

 捕獲奨励金 4,000円/頭 

 町２２基、協議会４１４基導入 

④キツネ・タヌキの場合 

箱わなによる捕獲 

・H30実績   384頭 

・R01実績   385頭 

・R02実績   325頭 

捕獲奨励金 キツネ4,000円/

頭・タヌキ2,000円/頭 

⑤鳥類 

・H30実績    89羽 

・R01実績   101羽 

・R02実績    74羽 

捕獲奨励金 500円/羽 

 ①ニホンジカの場合 

・軽種馬地帯のため、馬が近くに

いる場合、銃器が使えない。 

 ・爆発的な増加に捕獲が追い付

かない。 

 

 

 

 

 ②ヒグマの場合 

・箱わなにて捕獲するものの親ク

マ捕獲が少ない。 

  

①と②は特に国有林からの出没

が多い 

 

 

  

③アライグマの場合 

・箱わなにて捕獲するものの個

体数の減少には至っていない。 

 

 

 

 

④キツネ・タヌキの場合 

・住民の協力による民家付近で

のわな設置 

 

 

 

 

⑤鳥類の場合 

・巣が高所にあるため、撤去が

進まない。 



 防護柵 

 の設置 
 等に関 

 する取 

 組 

 平成14年度から町単事業により、

各圃場に侵入防止の電気柵設置

を支援。平成20年度からは特措法

に基づき国の鳥獣害対策交付金

を受けて電気柵を設置。 

・H30実績  9か所  7,600ｍ 

・R01実績  7か所  7,200ｍ 

・R02実績  9か所  6,700ｍ 

設置累計 

280か所 221,271ｍ 

 

 農家が点在しているため、集落全

体を囲うことができず、圃場ごと

の設置となっている。 

設置した圃場は被害低減の効果

があるがそれ以外の圃場への侵

入が著しい。 

  

生 息 環

境 管 理

そ の 他

の取組 

  

 
（５）今後の取組方針 

 ①ニホンジカ 

捕獲に当たり、北海道の保護管理計画に基づき、個体数指数の減少が確認さ

れるまで捕獲数の増加を図る。銃器による一斉捕獲や「くくりわな」での

捕獲も並行して実施する。 

 ②ヒグマ 

捕獲に当たり、繰り返し出没する個体や、人身事故の恐れがある個体のみ捕

獲する。 

人里で繰り返し目撃された箇所においては必要に応じて出没防止対策とし

て周辺の草刈等を実施する。 

 ①と②は上記の捕獲と電気柵の両面での被害防止対策を推進する。 

 ③アライグマ 

捕獲に当たり、特定外来生物の防除実施計画による捕獲従事者が捕獲し、被害

の低減化及び生息域拡大の阻止を図る。 

④キツネ・タヌキ・鳥類 

生活圏内での駆除要請のため、捕獲困難な場合も多いが、住民生活に支障が
 



３．対象鳥獣の捕獲等に関する事項 
（１）対象鳥獣の捕獲体制 

・鳥獣被害対策実施隊のうち、対象鳥獣捕獲員である有害鳥獣従事者において、

有害駆除期間中に班編成し効率的な捕獲に取り組む。 

・狩猟期においては、くくりわなによる捕獲を実施し効率的な駆除を実施する。 

・農業者等によるわな猟免許の取得経費等の助成をし、捕獲員の増加を図る。 

 
（２）その他捕獲に関する取組 

年度 対象鳥獣 取組内容 

４ 

ニホンジカ 

ヒ グ マ 

アライグマ 

キツネ・タヌキ 

鳥類 

新たな担い手の育成等 

５ 

ニホンジカ 

ヒ グ マ 

アライグマ 

キツネ・タヌキ 

鳥類 

新たな担い手の育成等 

６ 

ニホンジカ 

ヒ グ マ 

アライグマ 

キツネ・タヌキ 

鳥類 

 

新たな担い手の育成等 

 
  



（３）対象鳥獣の捕獲計画 

  捕獲計画数等の設定の考え方 

 過去の捕獲・駆除頭数に基づき設定。ヒグマについては繰り返し出没する

個体や、人身事故の恐れがある個体のみ捕獲。 

 

対象鳥獣 
 捕獲計画数等 

令和４年度 令和５年度 令和６年度 

ニホンジカ ３，０００頭 ３，０００頭 ３，０００頭 

ヒ グ マ ２０頭 ４０頭 ４０頭 

アライグマ １，０００頭 １，０００頭 １，０００頭 

キツネ ２００頭 ２００頭 ２００頭 

タヌキ ９０頭 ９０頭 ９０頭 

鳥類 １００羽 １００羽 １００羽 

                                                                 

  捕獲等の取組内容 
・捕獲予定場所は町内一円 

・ニホンジカ－銃による駆除（年間通して） 

       くくりわなによる捕獲（年間通して） 

 ・ヒ グ マ－銃による駆除（４月～１２月の間） 

          箱わなによる捕獲（４月～１２月の間） 

 ・アライグマ－銃による駆除（狩猟期を除く期間） 

        箱わなによる捕獲（年間通して） 

・キツネ・タヌキ－銃による駆除（狩猟期を除く期間） 

箱わなによる捕獲（狩猟期を除く期間） 

・鳥 類－銃による駆除（狩猟期を除く期間） 

 

ライフル銃による捕獲等を実施する必要性及びその取組内容 

・ライフル銃による捕獲等については、大型獣（ヒグマ・ニホンジカ）

に限定し、実施する。 

・箱わな・くくりわなにより、掛かった場合、大型獣（ヒグマ・ニホン

ジカ）に限定し、ライフル銃による止め差しを行う。 

 



（４）許可権限委譲事項 

対象地域 対象鳥獣 

新冠町一円 ニホンジカ・タヌキ 

 

４．防護柵の設置その他の対象鳥獣の捕獲以外の被害防止施策に関する事項 

（１）侵入防止柵の整備計画 

対象鳥獣 
 整備内容 

   令和４年度   令和５年度   令和６年度 

ニホンジカ 

ヒ グ マ 

１５ヵ所・１５ha 

 １５，０００ｍ 

 （電気牧柵） 

１５ヵ所・１５ha 

１５，０００ｍ 

（電気牧柵） 

１５ヵ所・１５ha 

１５，０００ｍ 

（電気牧柵） 

          
（２）侵入防止柵の管理等に関する取組 

 年度  対象鳥獣 取組内容 

１ 

 ニホンジカ 

 ヒ グ マ 

 アライグマ 

キツネ・タヌキ 

鳥類 

侵入防止柵の管理、被害農家への獣害防止知識 

の普及活動、緩衝帯の設置 

２ 

 ニホンジカ 

 ヒ グ マ 

 アライグマ 

キツネ・タヌキ 

鳥類 

侵入防止柵の管理、被害農家への獣害防止知識 

の普及活動、緩衝帯の設置 

３ 

 ニホンジカ 

 ヒ グ マ 

 アライグマ 

キツネ・タヌキ 

鳥類 

侵入防止柵の管理、被害農家への獣害防止知識 

の普及活動、緩衝帯の設置 

 

５．生息環境管理その他被害防止施策に関する事項 

年度 対象鳥獣 取組内容 

   

   

   

 

 

 



６．対象鳥獣による住民の生命、身体又は財産に係る被害が生じ、又は生じる

おそれがある場合の対処に関する事項 

（１）関係機関等の役割 

関係機関等の名称 役    割 

日高振興局環境生活課 状況の把握 

静内警察署新冠管轄駐在所 状況の把握・住民への周知・警戒 

新冠町 状況の把握・住民への周知・警戒・関係機関

への通報 

新冠町鳥獣被害防止実施隊 状況の把握・警戒・捕獲の実施 

北海道猟友会日高中部支部

新冠分会 

状況の把握・警戒・捕獲の実施 

 

（２）緊急時の連絡体制 

○ヒグマの場合 

・ヒグマ発見→町に通報→所轄警察署に通報→住民に対する危険啓発（住民

の安全） 

・ヒグマ発見→町に通報→ハンターの出動を図る 

 
７．捕獲等をした対象鳥獣の処理に関する事項 

・ニホンジカ以外の残滓は町が一括して日高中部衛生施設組合の一般廃棄 

物処理施設で焼却処理する。 

・ニホンジカ解体処理施設で有効活用された部位以外の残滓等については、

平成２８年度建設した微生物による減量化施設に持ち込み、適正に処理す

る。 

・ヒグマについては、必要に応じて検体として研究機関（道立総合研究機構

環境科学センター）に提供する。 

８．捕獲等をした対象鳥獣の食品・ペットフード・皮革としての利用等その有

効な利用に関する事項 

（１）捕獲等をした鳥獣の利用方法 

食品  

 

・肉（ニホンジカ・ヒグマ）の一部は利活用 

・捕獲したニホンジカを地域資源として位置づけ、平

成２５年度建設したエゾシカ解体処理施設の有効活用

を図り、食肉加工やペットフード等として適正に処理

する。 

ペットフード 

皮革 

その他 

（油脂、骨製品、

角製品、動物園等

でのと体給餌、学

術研究等） 

 



 

（２）処理加工施設の取組 

 

 

 

 

 

（３）捕獲等をした対象鳥獣の有効利用のための人材育成の取組 

 

 

 

 

 

 

  



９．被害防止施策の実施体制に関する事項 
（１）協議会に関する事項 

協議会の名称  新冠町鳥獣被害防止対策協議会 

 構成機関の名称  役     割 
 新冠町  協議会事務局運営・被害状況の把握・出没 

状況の把握 

 新冠町農業協同組合  被害状況の把握・出没状況の把握 

 北海道猟友会日高中部支部 

 新冠分会 

 有害鳥獣関連情報の提供・有害鳥獣捕獲 

 の実施 

日高農業改良普及センター 被害状況の提供・被害防止対策の情報提供 

㈱北海道食美樂 ニホンジカ捕獲個体の処理 

 

（２）関係機関に関する事項 

 関係機関の名称  役     割 
日高振興局環境生活課 被害報告の取りまとめ 

日高鳥獣被害防止対策 

広域協議会 

日高管内関係機関と連携を図り、広域的な害獣

駆除の方策を協議する 

 

（３）鳥獣被害対策実施隊に関する事項 

設立年月日～平成２４年３月８日  隊員数～４３名 

年々増加する鳥獣被害の減少を図るため、被害防止実施隊を結成し、鳥獣ご

とに部隊を編成する事で捕獲の強化を図る。 

 
（４）その他被害防止施策の実施体制に関する事項 

 

 

１０．その他被害防止施策の実施に関し必要な事項 

 

 


